





















































訴因を構成している要素として, 罪となるべき事実, 日時, 場所, 方法













キーワード：訴因の特定, 訴因, 公訴事実, 構成要件該当事実, 審判対象の画
定
検討を行うことにする｡ すなわち, まず, 訴因の特定に関する議論の流れ
の概要を確認する (Ⅱ), 次に, 訴因の特定に関する主要な判例を検討し





























































される｡ 特定について, 法は, ｢できる限り日時, 場所及び方法を以て罪
となるべき事実を特定して｣ 訴因を明示することを要求している｡ そこで,
罪となるべき事実と日時等の記載の関係がどのようなものであるのかが問
われることになる｡ この点につき, ｢法律構成説｣ と ｢事実記載説｣ との
対立の反映が指摘されていた
(18)































の本質的要素ではない｡ そうすると, 日時等の特定については, 刑訴法




















しかし, 事実記載説の立場にあっても, 罪となるべき事実とは, 刑罰を
科せられるべき犯罪構成要件に該当する事実であり, 刑罰法令の各条に規
定された特別構成要件とその修正形式の未遂・共犯の要件に該当する事実






















行うことは不可能に近い｣ ので, ｢訴因の特定も 『できる限り』 とされて
いる
(28)






















































な表示をしていない｣ ことになる｡ そこで, 被告人側が, 本件公訴事実の
記載について刑訴法256条３項に違反し, 公訴提起が無効であると主張し
た｡























ると解した｡ その上で, 日時に関する ｢詳らかにすることができない特殊










本判決は, ｢六つの判断から成り立っている｣ とされる｡ すなわち, 第
一に, 刑訴法256条３項の規定の趣旨であり, 第二に, 罪となるべき事実
と日時等の関係であり, 第三に, 特殊事情についてであり, 第四に, 起訴
状と冒頭陳述と併せて本件における審判対象を画定している点についてで














除き, 本来は, 罪となるべき事実そのものではなく, ただ訴因を特定する















後, ｢引き続いて本邦外に｣ いた中で, ｢同三三年七月八日Ａ丸に乗船して
帰国した｣ と認定しており, これは, ｢訴因に記載された約六年間の期間
中にただ一回のみの密出国があった
(39)
｣ と解している｡ それに対して, 奥野
裁判官の補足意見は, 本件の入国に対応している出国のみが審判対象であっ
て, 複数回の密出国があってもそれは本件の審判対象ではないと解されて




ものと解すべきである｣ とされる｡ その理由として, ｢右帰国に対応する
出国の事実は理論上ただ一回あるのみであつて, 二回以上あることは許さ
れないのであるから, 本件公訴事実たる出国の行為は特定されており, そ
























































用の事実につき, ｢終始否認しているか, 供述があいまいであり｣, さらに







これに対して, 本決定は, ｢本件公訴事実の記載は, 日時, 場所の表示










































































同様である｡ これに対して, 本決定は, 訴因の特定に欠けるところはない
としている理由として, ｢検察官において起訴当時の証拠に基づきできる
限り特定したもの｣ であることを挙げているだけであり, 白山丸事件判決



































































































は, ｢『被告人は, 単独又はＡ及びＢと共謀の上, 平成９年９月30日午後８
時30分ころ, 福岡市中央区所在のビジネス旅館あさひ２階７号室において,
被害者に対し, その頭部等に手段不明の暴行を加え, 頭蓋冠, 頭蓋底骨折
等の傷害を負わせ, よって, そのころ, 同所において, 頭蓋冠, 頭蓋底骨
折に基づく外傷性脳障害又は何らかの傷害により死亡させた｡』 という傷
害致死の訴因｣ (第１次予備的訴因) の特定が問題となった事案である｡
これに対して, ｢第１次予備的訴因は, 暴行態様, 傷害の内容, 死因等の
表示が概括的なものであるにとどまるが, 検察官において, 当時の証拠に
(桃山法学 第31号 ’19)68
基づき, できる限り日時, 場所, 方法等をもって傷害致死の罪となるべき
事実を特定して訴因を明示したものと認められるから, 訴因の特定に欠け
るところはない｣ と判示した｡
本件訴因における ｢暴行態様, 傷害の内容, 死因等の表示が概括的なも
の｣ であることは確かであるが, 人の死亡は１回しかあり得ないので, 特
定の被害者が暴行を受けて死亡したという事実は, 理論上１回しか起こり














(以下 『Ａ事件』 という｡) の訴因は, 『被告人は, かねて知人のＡ (当時
32年) を威迫して自己の指示に従わせた上, 同人に対し支給された失業保
険金も自ら管理・費消するなどしていたものであるが, 同人に対し, (1)
平成14年１月頃から同年２月上旬頃までの間, 大阪府阪南市 (中略) のＢ
荘Ｃ号室の当時のＡ方等において, 多数回にわたり, その両手を点火して
いる石油ストーブの上に押し付けるなどの暴行を加え, よって, 同人に全




である｡』 というものである｡ また, Ｅを被害者とする傷害被告事件 (以






対し, 頭部や左耳を手拳やスプレー缶で殴打し, 下半身に燃料をかけ, ラ
イターで点火して燃上させ, 頭部を足蹴にし, 顔面をプラスチック製の角
材で殴打するなどの暴行を多数回にわたり繰り返し, よって, 同人に入院
加療約４か月間を要する左耳挫・裂創, 頭部打撲・裂創, 三叉神経痛, 臀
部から両下肢熱傷, 両膝部瘢痕拘縮等の傷害を負わせたものである｡』 と
いうものであ｣ った｡ この訴因の特定が問題となり, ｢いずれの事件も,




















平野説は, 記述に変遷が見られる｡ ｢起訴状には訴因として, いかなる
程度の記載が必要であろうか｡ …この訴因を明示する, とはいかなる意味
(桃山法学 第31号 ’19)70




ないと即断してはならない｣ とも述べている｡ さらに続けて ｢しかしなが
らこの審判の対象の内容を訴因として明らかにさせる建前を, わが法は徹
底させていない｡ …わが法はある程度訴因の不確定性を許容している｡
































は, まず, 罪となるべき事実, つまり構成要件に該当する事実を書き, 次
に, 犯行の態様について, 六何の原則に従って記述するというものである｡
訴因の明示・事実の特定の程度について, 刑訴法256条３項が ｢できる限
り｣ 特定することを要求している｡ この ｢できる限り｣ の意味は, as far as
knownの意味であって, 確認されていなければ書かなくてもよいという
趣旨ではなく, ｢裁判所に対する審判対象の明示＝被告人に対する防御目



























例えば, 事実記載説を前提として, ｢問題となるのは, いかなる事実が
訴因として記載されるべきかである｣ として, 六何の原則をあげて, 罪と
なるべき事実と日時等の関係を整理する｡ そして, ｢つぎに問題となるの
は, 訴因事実はどの程度まで特定されるべきかである｡ 法律は, 『できる
限り』 (256条３項) としたが, これを ｢知れる限り (as far as known) と




｡ その後, 本文では, 訴因の特定が程度問題であることから, 判例の
基準を検討し, ゆるやかな訴因記載をみとめるべきとの主張の注として,
｢必要的な訴因記載の基準としては, これまで訴因の区別機能を基準とす
る 『識別説』 と訴因の防御機能を重視する 『防御権説』 の対立があった｣
と述べている
(86)






















｣ とする｡ そして, ｢犯罪の日時・場所・方法は訴因を特定する
１手段に過ぎないという理解が重要である
(90)
｣ とされる｡ そして, できる限













｣ とする｡ そして, 具体的事実の記載が容易





る｡ さらに, ｢刑訴法は訴因の特定を要求しているが, 日時, 場所, 方法










｡ ｢検察官に審判の対象たる犯罪事実 (訴因) の提示を命じ
た｡ 裁判所は, この審判の対象＝訴因をもとに訴訟条件の有無などを判断
し (訴因の識別機能), 被告人はこの訴因を対象に防御活動を行うのであ
る (訴因の防御機能)｣ として, ｢訴因の特定や訴因変更の要否についてど
ちらの立場にたつかで結論が違ってくる｣ と訴因の機能から説明をしてい
る｡ そして, ｢訴因は, 『できる限り』 特定していなければならない (256
(桃山法学 第31号 ’19)74




点につき, 防御権説に立つと, ｢一般刑法犯の犯行の日時・場所, 犯行の
方法といった基本的な事実関係は, 具体的に明示・特定する必要がある｣
ことになり, ｢法の要求である 『できる限り』 というのは, できなければ
構わないという趣旨ではなく, 可能な限り日時, 場所, 方法等の特定につ
とめることを要求するとともに, それができないときは, 訴因不特定を理
由に起訴状が無効になることまで含意しているというべき｣ とする｡ 識別








































事実の適示を越えて, 罪となるべき事実の日時を ｢できる限り｣ 具体化
して記載することが求められる理由が, 防御権を ｢できる限り｣ 保障する
ことにある｡ 日時が具体化されればされるほど, 防御にとっては便宜とな
るが, 防御権保障のために果てしなく具体化を要求することは無理であり
捜査の限界も考慮される｡ ｢識別｣ に必要な事実や, 確信に抱かせるに足














とって ｢罪となるべき事実｣ の特定は絶対的な要件であり, それゆえ,
｢罪となるべき事実｣ それ自体の幅のある特定は, 原則的に認められてい









この理解を前提として, ｢できる限り｣ の解釈問題については, ｢知れる
限り｣ と解する見解も ｢できるだけ正確または厳密に｣ とする見解もいず





実｣ につき幅のある記載を認めていることに対しては, 例外的に ｢罪とな
るべき事実｣ に対する幅のある記載を認める根拠が必要になろう｡



















































要求しており, 識別可能性がある (そして防御に十分な) 記載でも, 訴因
の特定として足りない場合があることを指摘している点に従来の見解を越














登場することになった｡ 次に, 学説は, 罪となるべき事実については幅の
ある記載を認めず, 罪となるべき事実を特定する手段としての日時等にお
いて幅のある記載を認めた｡ これに対して, 最決平成13年４月11日刑集55
巻３号127頁が, ｢審判対象を画定する見地｣ を挙げたことにより, 訴因の




｡ 今後, この理解を基に, 訴因の特定に関する各論的な分析をおこ
なっていく必要がある｡
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さえ日時等で特定されていれば ｢共謀の上｣ との記載で足り, 防御権説
によれば実行行為のみならず共謀の事実についても日時等をもって特定
すべきことになる｡
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殺害した｣ というものであったが, 被告人は, Aとの共謀の存在と実行
行為への関与を否定し, 無罪を主張した｡ そこで, その点に関する証拠
調べが実施されたところ, 検察官が第１審 (青森地判平成７年11月30日)
係属中に訴因変更を請求し, ｢被告人は, Aと共謀の上, 前同日午後８
時ころから午後９時30分ころまでの間, 青森市安方２丁目所在の共済会
館付近から前記最終処分場に至るまでの間の道路に停車中の普通乗用自
動車内において, 殺意をもって, 被告人が, Bの頸部を絞めつけるなど
し, 同所付近で窒息死させて殺害した｣ 旨の事実に変更された｡ これを
受けて, 第１審の青森地方裁判所は, ｢被告人は, Aと共謀の上, 前同
日午後８時ころから翌25日未明までの間に, 青森市内又はその周辺に停
車中の自動車内において, A又は被告人あるいはその両名において, 扼





法令違反にあたるとして控訴したが, 原審は, 原々審のような ｢認定が
なされた場合には, 被告人として, 殺人及び死体遺棄について, 共謀者
としての刑事責任を免れないが, 同時にその限度で責任を負うにすぎな





所論のような法令違反はない｣ としてこれを棄却した｡ そこで, 被告側
が訴因変更義務違反であり, 憲法31条に違反するなどとして上告したと
いうものである｡
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